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1945年 1946年 1947年 19
48年工場数(全国) 119 555
764 834東 京 都 27 1
29 1.77 263愛 知 県 16 81 03 120
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第2表 自転車 ･同部分品製造業の規模別創業年
企業規模別 1936年以前 1937年- 1946年～ 1950年～ 1954年- 合 計1945年 1949年 195
3年 1955年3人以下 96 41 14
7 157 118 5594人～9人 3
5 18 94 119 53 31910人-29人 54 47 105 25 42
37330人～49人 20 22 37
26 5 11050人～99人 13 15 31 14 78
100人～199人 6 9 5 5 1
26200人～499人 4 3 - - - 7
計 228 155 419 446 224 1,472[出所] 通商産業省 『工業統計表』1955年度版より作成｡
第3表 堺市の自転車品目別
･規模別工場数 (1965年)4人以下 5人～9人 10人～29人 30人-9人 100人以上 計
完 成 車 - - 1 2
- 3フ レ ー ム 4 10
10 2 - 26フ ォ ー ク 2 6 5 1 15
ギ ヤ ク ラ ン ク 2 13
5 2 1 23ハ ン ド ル 5 6 7 4
2シ ー トポ ス ト 1 1 1
3ブ レーキ (各種) 7
3 3 1 14パ
イ プ 類 13 1 6
- 8ス ポ ー ク -
2 - - 2ハ ブ 13 4 3 2
3フ リーホイール 2
6 2 10ヘ ッ ドハ ンガー
5 12 15 2 34ラ ツ グ
1 2 1 3 7ペ 夕 ル - - - 1
3 1ね じ 類 1 2 - 3そ の 他 部 品 8 9 6 26
研 磨 78 10 1 - -
18塗 装 8 1 - - 9
溶 接 4 1 - - 13合 計 55 102 76 24 3
260荏) 『堺市工業便覧』1965

































































































0年事業所数 出荷額 事業所数 出荷額 事業所数
出荷額 事業所数35.0 5.9 65.7 5.5
49.6 3.9 51.128.2 12.2 15.
4 7.9 24.4 6.7 22.412.7 10.8 7.8 5 103 59 91
12.1 18.9 3.9 7.1 6.7 9.
3 8.88.6 26.6 4.2 14.7 6
.0 12.6 5.83.2 20.6 2.5
28.8 2.2 15.5 2.00.1 4.9 0.6 6
0.8 46.0 0.8100.0 100,0 100.0 100.0 10 0 100 10 0
1,472 147 1,168 3,743 730
4,969 656計注) 1990年,93年は従業員4人以
































関東 中部 関西完 成 車 192 107 27 2
6 54 45 13 5 27フ レ ー ム 93 50 21 ll 18 22 6
2 14泥 除 け 26 19 9 5 5
4 2 - 2ギ ヤクラ ンク 18 1
7 2 3 12 4 - - 4ハ ン ド ル 27 16 5 1 0 6
1 1 4ブレーキ(各種) 38 14 8 2 4 4
2リ ム 16 9 2 4 3 8
2 3 3ス ポ ー ク 7 7 1
1 5 3 - 1 2ハ ブ 35 ll 5 5
1 4フリーホイール 8 6 1
- 5 3 - - 3デ ィ レ ー ラ 9 4 2 2 2
2チ ェ ー ン 9 7 3 3 1 4
1 2 1ペ 夕 ル 13 8
5 2 1 3 1 1 1サ ド ル 19 10
3 2 7 3 2 - 1ケ ス 19
12 7 3 4 2 - 2キ ャ リ ヤ 35 27
13 9 5 8 3 1 4ス タ ン ド 40 29 10 6 7 2
ベ ル 15 9 6 3 6
6 - -部品工場 (計) 170 68 33 69 100 31 16




fl･王､･さてヾ 亨 .,I.号こ＼夢＼ふ:＼言､＼云:守小､さヾ 車 線 宣ゞゞ ゞ 亨ヾ･ささ
L,闇 二･一一日一 完成車生産.一◆一部品生産一一〇一完成車輸出.･.｢ト.部品輸出
[出所] 第5表に同じ｡る｡ そして,これ
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第6表 車種別生産台数の推移
(単位 :千台)
1957年 1960年 1970年 1980年 1990年 1995年
(構成比)実 用 車 1,719 2,281 266 103
34 21 0.3%軽 快 車 い 49 } 602 1,313 695 3,69 3,956 6 1スポーツ
1,000 1,832 501 108 1.6%子供.幼児車 304
388 1,201 1,969 1,315 967 14.7%ミ
ニサイクル - - い 49 2,400 1,822 1,022 15.5%特 殊 車 34 19 85 60 506





























































































































































(スポー ク,チェー ン, リム等),③ 金属加









































































区 分 昭和20年代 昭和30年代 昭和40年代 昭和5
0年代材 料 手 巻 き 管 ハイテンション管 チ タ ン カーボンファイバー引 抜 鋼 管 C r M o 管
プ ラスチ ック 複 合 材 料電 縫 鋼 管軽 合 金 バ
デ ッ ト 管ス テ ン レ ス 特 殊 鋼熱 処 理 水 焼 入
れ 液 体 浸 炭 サ ブ ゼ ロ 真 空 焼 入 れ油 焼 入火 炎 焼 入固
形 浸 炭 ガ ス 浸 炭高周 波焼 入 れ 表 面 硬 化接 合
炉 中 ろ う 付 リングバ ー ナ
真 空 ろ う 付 自 動 溶 接差 し ろ
う 付 浸 せ きろ う付 接 着か し め 法
T Ⅰ Gフラッシュバットダ イ カ ス ト
低 温 溶 接摩 擦 M Ⅰ G切 削 単 機 能
自 動 機 専 用 機 無 人化 (NC)鍛 造 熱 間 鍛 造 電気アブセッタ 高 周 波 加 熱ロ ー ル 鍛
造ス エー ジ ング 冷 間 鍛 造 自 動 化 鍛 造プ レ ス 単 発
加 工 バ ル ジ 加 工 トランスファ加工 複 合 加 工
ロールフォー ミング 自 動 化 プログレッシブ加工精
密 打 抜金 型 手 加 工 放 電 加 工 N C 加 工 ワイヤカット放電加工コ ン夕マ シ ン な ら い 加簡 易 型 精
加 工 M C 加 工[出所] 高木六弥 ｢自転車部品加工技術の変遷 その1｣『自転車技術情報』No.13(1981年)より再構成
した｡間鍛造法は,従来の熱間鍛造法と比べ最
終形状をプレスするため工程の大幅な省略が可能
となり,また材料の歩どまりが大きいというメリ
ットがある｡ 具体的には,わが国で冷間鍛造法
の導入を最初に成功したシマノの場合,｢工程
の削減率は約30%｣で,し
かも製品の精度の一定化がはかれるため量産化
が可能となり,同時に｢材料費が約36%削減
できた｣ため大幅なコストダウンが実現した4
2)｡またバルジ製法はプレス加工において金
属を膨らませて枝を出す技術で,工程上溶接と研
磨を省略できるため大幅なコストダウンととも
に女性でも作業が可能となり,[5年前ホン
ダが相談にきた際,バルジ製法をみて10年前
に知っていたらオートバイの歴史が変わっていただろう]といわしめたという｡
最近では建築金物など自転車業界以外からも,
魅力ある技術として42) 株式会社シマノ70年史編纂委員会編,前掲書,参照｡ 注目されて
いる｡こうした技術の開発,導入はもとより
個別企業レベルでの不断の努力が不可欠である
が,それを直接,間接にサポートしたのが,競輪事
業の収益金を原資とした自転車産業振興費と財
団法人 ･自転車産業振興協会技術研究所の存在
である｡ 当研究所は1954年に開設されて以降,東
京,愛知そして堺に支所をもち,前述の各種の
技術開発を先導的にすすめてきた｡とくに冷間
鍛造技術の開発に際しては,1953年から
当研究所に大阪府立工業奨励館 (現在の大阪府立
産業技術総合研究所)を加え,それに社団法人 ･日
本自転車工業会から3年間にわたり補助金 (午
間100万円)が交付されたことがその後の技
術的基礎をつくったといわれている43)｡最近では高齢者用自転車や新型の車イスの開発,リサイ
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なっている｡また個別企業との間で,金型製造
などの個別ケアもおこなっている｡ それにもか
かわらず東京支所の廃止につづき,1996年末に
は大阪支所がその28年の歴史に幕を閉じ,いま
では愛知県犬山市に本所が残るだけとなった｡
いま一つは,自転車生産技術や設備の近代化
を促進した要因として,1963年から68年までの
間,中小企業近代化促進法による業種指定がリ
ムとチェーンを除く自転車部品工業におこなわ
れたことである｡こうした過程をつうじて,わ
が国の自転車部品工業は世界のトップレベルに
到達し,それまで自転車の先進国であったイギ
リスを1958年に生産台数で追い抜き,ついに
1967年には世界最大の自転車輸出国となったの
である｡
さらに,1980年前後からのME化の流れが
自転車業界にも訪れ,NC工作機の導入や各工
程の自動化が急速にすすんだ｡その際の開発,
導入手法として自力開発と共同開発があるが,
前者の場合,シマノのように800台にものぼる
専用ロボットを自社開発した企業がある一万,
0社のように日常の仕事の合間を利用して旧式
44) 1994年10月2日,NHKはテレビ番組 『新日本紀行』
で,｢機械は "手作り'自転車町工場｣と題して,堺市
に所在するある自転車部品メーカーの経営者が,40年の
経験を生かしながら丸3年の年月をかけ,償却ずみの旧
式機械をベースに改良を重ね,荷台作りの自動化装置を
完成させた経緯を,｢新しいものを工夫して生みだす自
転車職人魂は,いまも健在です｣と紹介した｡その際,
10人余の従業員のなかで事実上経営者と二人三脚でこの
開発に従事した唯一の工業高校出身の青年は,番組放映
の9ヶ月後にこの会社を筆者が訪ねたときはすでに退職
していた｡その理由は,経営者自らがこの業界の未来に
絶望し,青年の将来のことを考え転職をうながしたから
だという｡
この経営者の見通しを,あたかも例証するかのように,
1996年3月末には業界団体の主要な一つである社団法
人 ･日本自転車工業会が,その41年の歴史に幕を閉じた｡
また,1958年に堺市に設置されて以降,堺地域における
自転車製造技術の発展を下支えしてきた財団法人･自転
車産業振興協会技術研究所大阪支所が,1996年12月末に
廃止された｡
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の汎用機械を知恵と工夫による改善で,省力化
とコストダウンを同時に実現した企業も存在す
る44)｡
他方,共同開発の場合,紛争が生じるケース
もある｡ たとえば堺のヘッド･ハンガーメー
カーのH社は,大手機械メーカーと10年近くか
けて自動化機械を共同開発した経験をもつが,
その際機械メーカー側は,共同開発した自動化
機械については [1年間は他に販売しない]と
約束したにもかかわらず同業者にただちに売り
込んだ｡また専用ロボットを共同開発した際の
別の大手機械メーカーは,国内の同業者には販
売しなかったが台湾の同業者に販売したため,
たちまちH社は不利な立場におかれることに
なった｡
こうした事例は,技術 ･研究開発に際し各種
研究機関や大学等との連携をはかりつつ支援組
織の拡充をすすめる一方,企業倫理にもとる行
為や紛争が発生したとき,ただちに支援できる
サポートシステムが地域に不可欠なことを示し
ている｡ (つづく)
